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I 調査の概要 

１．調査の目的 

 本調査は、紀の国森づくり基金が、本年度に第２期４年目を迎え、県民の紀の国森づくり基金

活用事業に関する意識の実態を把握し、県民の希求する本基金活用事業に対する考え等を検証す

る。 

２．調査の内容 

（１）県民意識調査 
  本アンケート調査を通じて、県民の森づくりの意義、紀の国森づくり基金活用事業に対する

関心、事業継続の是非、その他意見を回収し、当該基金活用事業の効果の検証と県民の意見を

まとめ、分析を行なう。 
（２）事業所意識調査 
  本アンケート調査を通じて、県内事業所の森づくりの意義、紀の国森づくり基金活用事業に

対する関心、事業継続の是非、その他意見を回収し、当該基金活用事業の効果の検証と県内事

業所の意見をまとめ、分析を行なう。 

３．調査の方法 

 アンケートは、郵送による配布・回収を実施。 
 アンケート調査回収実施期間：平成２７年１０月１０日～１１月１０日。 

４．対象先の抽出方法 

（１）調査地域 和歌山県全域 
（２）調査対象 
  ア．県民意識調査 
    満 20 歳以上の県民の方で下記年代別により計 3，000 人 
      20～29 歳  500 人    30～39 歳   500 人 
      40～49 歳  500 人    50～59 歳   500 人 
      60～69 歳  500 人    70 歳以上   500 人 
  イ．企業への意識調査 
    和歌山県内に所在する民営事業所より、産業分類・従業員規模別に無作為に 1,000 事業

所を抽出 
（３）抽出方法 
  ア．県民意識調査 層化 2 段無作為抽出法 
    県内市町村別 年齢層別の２段階により無作為に抽出 
  イ．企業への意識調査 無作為抽出法 
    日本標準産業分類（大分類）に基づく次の産業分類について、従業員規模別に抽出 
    （産業分類） 
    農業、林業、漁業、鉱業、採石業、砂利採取業、建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・

水道業、情報通業、運輸業、郵便業、卸売業、小売業、金融業、保険業、不動産業、物
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品賃貸業、学術研究、専門・技術サービス業、宿泊業、飲食サービス業、生活部連サー

ビス業、娯楽業、教育、学習支援業、医療、福祉、複合サービス業、サービス業（他に

分類されないもの） 
    （従業員規模） 
     ①常用雇用者が 30 人以上の県内の事業所のうち無作為に抽出した 500 事業所。 
     ②常用雇用者が 10 人以上 30 人未満の県内の事業所のうち無作為に抽出した 500 事

業所。 
   但し、上記①②に関し、本店が県内にある場合は、その本店となる事務所を抽出対象と  

し、本店が県外にある場合は、県内で常用雇用者の規模が最も大きい支所・支店を抽出対象

とする。 
（４）抽出台帳 
  ア．県民意識調査 
     住民基本台帳から抽出 
  イ．企業への意識調査 
    「経済センサス－基礎調査」集計リストから抽出 

５．回収の結果 

 送付数 回収数 回収率 
個人 3,000 件 1,200 件 40.0％ 
事業所 1,000 件 453 件 45.3％ 
合計 4,000 件 1,653 件 41.3％ 

 （１）回収結果について（個人） 
     和歌山県の人口約 97 万人(平成２７年度和歌山県人口調査結果より)を母集団とし、

個人 3,000 件の送付を行い、1,200 件（40％）の回収となった。 
（２）回収結果について（事業所） 

     和歌山県の事業所数約 51,500 件（平成 26 年経済センサス－基礎調査より）を母集

団とした内 1,000 件の送付を行い、453 件（45.3％）の回収となった 
 （３）アンケート集計の信頼性について 
     上記の結果をふまえ、下記アンケートサンプルサイズ算出表に当てはめた。 

母集団数 
許容誤差 信頼レベル 

10% 5% 1% 90% 95% 99% 
10,000 96 件 370 件 4,900 件 264 件 370 件 623 件 

100,000 96 件 383 件 8,763 件 270 件 383 件 660 件 

1,000,000～ 97 件 384 件 9,513 件 271 件 384 件 664 件 

個人の許容誤差 5％以内（100 回同じアンケートを行った時に回答のばらつきが出る割

合が 5％以内）信頼レベルは 99％（母集団全員にアンケートを行った時との回答の一

致が 99％）となった。事業所では許容誤差 5％以内、信頼レベルは 95％となった。 
一般的にアンケート調査において回収率は 30％あればよいとされている中で、今回の

調査は個人・事業所共に 40％以上の回収率を確保できており、関心の高さがうかがわ

れる結果となった。 
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６．集計方法、数値の取扱いについて 

・集計は件数により割り出した百分率（％）によるものを基本とする 
・百分率の集計結果は、小数点第 2 位を四捨五入した数値を表記している。そのため百

分率の和が 100.0％にならない場合がある 
・複数回答の設問は回答人数を分母としているため百分率の和が 100.0％以上となる 
・単純集計のグラフでは、未回答を除いた有効回答数を表記している 
・クロス集計の帯グラフでは繁雑な表示となることを避けるため狭小部分への数値表記を

省略する場合がある。 
・クロス集計において設問項目毎にある未回答の兼ね合から数値が必ずしも一致しない場

合がある 
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７．回答者の属性 

 （１）個人 
①性別               ②年齢 

件数 構成比 件数 構成比
男　　 485 40.4% ２０～２９歳 101 8.4%
女 605 50.4% ３０～３９歳 138 11.5%
未回答 110 9.2% ４０～４９歳 161 13.4%

合計 1,200 100.0% ５０～５９歳 206 17.2%

６０～６９歳 277 23.1%
７０歳以上 213 17.8%
未回答 104 8.7%

合計 1,200 100.0%  

③職業                ④県内に森林を所有していますか 

件数 構成比 件数 構成比
会社員 247 20.6% 所有している 131 10.9%
公務員・団体職員 74 6.2% 所有していない 951 79.3%
自営業 79 6.6% 未回答 118 9.8%

農林水産業 49 4.1% 合計 1,200 100.0%

パート・アルバイト 151 12.6%
学生 19 1.6%
専業主婦（主夫） 216 18.0%
無職 212 17.7%
その他 44 3.7%
未回答 109 9.1%

合計 1,200 100.0%  

⑤居住地 
 件数 構成比 美浜町 6 0.5%

和歌山市 401 33.4% 日高川町 16 1.3%
岩出市 67 5.6% 印南町 6 0.5%
紀の川市 93 7.8% 田辺市 89 7.4%
橋本市 50 4.2% みなべ町 16 1.3%
かつらぎ町 18 1.5% 上富田町 22 1.8%
九度山町 7 0.6% 白浜町 29 2.4%
高野町 4 0.3% すさみ町 6 0.5%
海南市 58 4.8% 新宮市 34 2.8%
紀美野町 0 0.0% 串本町 22 1.8%
有田市 32 2.7% 古座川町 2 0.2%
有田川町 19 1.6% 那智勝浦町 16 1.3%
湯浅町 14 1.2% 太地町 4 0.3%
広川町 3 0.3% 北山村 0 0.0%
御坊市 26 2.2% 県外(転送) 1 0.1%
由良町 6 0.5% 未回答 121 10.1%

日高町 12 1.0% 合計 1,200 100.0%
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（２）事業所 
     ①所在地 

     

件数 構成比 美浜町 2 0.4%
和歌山市 174 38.4% 日高川町 0 0.0%
岩出市 7 1.5% 印南町 3 0.7%
紀の川市 23 5.1% 田辺市 39 8.6%
橋本市 14 3.1% みなべ町 3 0.7%
かつらぎ町 6 1.3% 上富田町 6 1.3%
九度山町 0 0.0% 白浜町 7 1.5%
高野町 2 0.4% すさみ町 3 0.7%
海南市 28 6.2% 新宮市 15 3.3%
紀美野町 2 0.4% 串本町 4 0.9%
有田市 8 1.8% 古座川町 0 0.0%
有田川町 10 2.2% 那智勝浦町 3 0.7%
湯浅町 4 0.9% 太地町 0 0.0%
広川町 2 0.4% 北山村 0 0.0%
御坊市 16 3.5% 県外（本社） 1 0.2%
由良町 5 1.1% 未回答 65 14.3%

日高町 1 0.2% 合計 453 100.0%  
     ②業種                   ③従業員数 

     

件数 構成比 件数 構成比
農林漁業 9 2.0% １～９人 13 2.9%
鉱業・採石業・砂利採取業 1 0.2% １０～２９人 99 21.9%
建設業 36 7.9% ３０～４９人 87 19.2%
製造業 91 20.1% ５０～９９人 90 19.9%
電気・ガス・熱供給・水道業 8 1.8% １００人以上 107 23.6%
情報通信業 0 0.0% 未回答 57 12.6%
運輸業・郵便業 24 5.3% 合計 453 100.0%
卸売・小売業 64 14.1%
金融・保険業 7 1.5%
不動産業・物品賃貸業 1 0.2%
宿泊業、飲食サービス業 15 3.3%
医療、福祉 66 14.6%
教育、学習支援業 11 2.4%
その他のサービス業 65 14.3%
未回答 55 12.1%

合計 453 100.0%  
     ④資本金                  ⑤森林所有の有無 

     

件数 構成比 件数 構成比
５０億を超える 27 6.0% 所有している 40 8.8%
１０億を超え５０億以下　 12 2.6% 所有していない 352 77.7%
１億を超え１０億以下　 37 8.2% 未回答 61 13.5%

１千万を超え１億以下　 193 42.6% 453 100.0%

１～４以外の法人 110 24.3%
未回答 74 16.3%

合計 453 100.0%  
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Ⅱ 調査の結果 

１. アンケート調査結果 ①単純集計 

（１） 個人集計結果 

 
 
 

 

図 1-1 

県民の 85.2%が森林の機能についての認識があった。（「よく知っている（38.1%）」、「知ってい

る（47.1%）」）森林に対する重要性を認識している結果となっている。 
 
 
 

 
図 1-2 

半数以上となる 54.4%の県民が森林への関心を持っていた。（「非常に関心がある（8.9%）」、「関

心がある（45.5%）」）  

１ よく知っている

38.1%

２ 知っている

47.1%

３ 聞いた事がある

11.0%

４ ほとんど知らない

2.1%

５ 初めて知った

1.8%

問１ 集計結果 （個人）（有効サンプル件数：1,192件）

１ 非常に関心が

ある

8.9%

２ 関心がある

45.5%

３ どちらとも言え

ない

34.8%

４ 関心がない

8.8%

５ 全く関心がない

1.9%

問２ 集計結果 （個人）（有効サンプル件数：1,188件）

問１： 森林が豊かな水やきれいな空気を保ち、災害から県土を守り、地球温暖化の原因とな

る二酸化炭素を吸収するなど様々な役割を果たしていることをご存知でしたか？  

（○は１つ） 

問２： レクリエーション等も含め、森林に関心や興味はありますか？ （○は１つ） 
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図 1-3 

「参加している（複数回）（3.3%）」、「参加した事がある（1 度）（5.7%）」と県民の 9.0%が森づ

くりイベントやボランティア活動の参加経験があった。また、「参加したことはないが、機会が

あれば参加したいと思っている(41.2%)」といった積極的な意見を合わせると、50.2%となり、「参

加した事はなく、積極的に参加したいとも思わない（41.2%）」、「参加したことはなく、参加し

たくない（8.6%）」の、森づくりイベントやボランティア活動に対して消極的な回答が 49.8%で、

ほぼ同数といった結果となった。 
 
 
 
 

 
図 1-4 

問 3 でイベントやボランティアなどの活動に参加した経験のある県民のうち、活動の内容は「森

林整備のためのボランティア活動（36.4%）」、「場所を定めての森林整備活動（28.0%）」などが

多くを占めた。「その他」では、植樹イベント等への参加が主な事例であった。 

１ 参加している

（複数回）

3.3%
２ 参加した事があ

る（１度）

5.7%

３ 参加した事はな

いが、機会があれ

ば参加したいと

思っている

41.2%

４ 参加した事はな

く、積極的に参加し

たいとも思わない

41.2%

５ 参加した事はな

く、参加したくない

8.6%

問３ 集計結果 （個人）（有効サンプル件数：1,188件）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

１．森林整備のためのボランティア活動

２．場所を定めての森林整備活動

３．森林に関する研修会や勉強会等

４．木工教室など

５．その他

36.4%

28.0%

16.8%

15.0%

18.7%

問４ 集計結果（個人）（有効サンプル数：123件）

問３： 直近の１０年間において、植樹や間伐などの森林整備や、森づくりのイベント、ボラン

ティア活動に参加されたことはありますか？  （○は１つ）  

問４： 問３で１または２と回答された方にお聞きします。どのような活動に参加されましたか？ 

（○はいくつでも可） 
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図 1-5 

【紀の国森づくり税】をある程度知っているという県民は 25.4%であった。（「知っていた

（8.3%）」、「聞いたことがある程度（17.1%）」） 
 
 
 
 
 

 
図 1-6 

【紀の国森づくり税】の税負担の認識があったという県民は 16.2％であった。（「知っていた

（7.4%）」、「負担しているのは知っていたが、金額までは知らなかった（8.8%）」） 
 
  

１ 知っていた

8.3%

２ 聞いたことがある

程度

17.1%

３ 初めて知った

74.6%

問５ 集計結果 （個人）（有効サンプル件数：1,183件）

１ 知っていた

7.4% ２ 負担しているの

は知っていたが、金

額まで知らなかった

8.8%

３ 知らなかった

83.8%

問６ 集計結果 （個人）（有効サンプル件数：1,147件）

問５： この調査の前に、「紀の国森づくり税」のことをご存知でしたか？ （○は１つ） 

問６： 「紀の国森づくり税」として、個人の場合、年間５００円を負担していただいています。 

このことをご存知でしたか？ （○は１つ） 
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図 1-7 

【紀の国森づくり基金活用事業】を知っているという県民は 18.7%であった。（「知っていた

（4.6%）」、「聞いたことがある程度（14.1%）」） 
 
 
 
 
 

 

図 1-8 

【紀の国森づくり基金活用事業】における森林保全への取り組みに理解を示している県民は

91.3%であった。（「良い取り組みである（63.2%）」と「どちらかといえば良い取り組みである

（28.1%）」） 
  

１ 知っていた

4.6%

２ 聞いた事があ

る程度

14.1%

３ 知らなかった

81.3%

問７集計結果 （個人）（有効サンプル件数：1,150件）

１ 良い取組である

63.2%

２ どちらかといえば

良い取組である

28.1%

３ どちらかといえば

悪い取組である

0.1%

４ 悪い取組である

0.2%
５ わからない

8.4%

問８集計結果（個人）（有効サンプル件数：1,151件）

問７： 紀の国森づくり基金活用事業について、この調査までに、ご存知でしたか？ 

（○は１つ） 

問８： 森林環境を保全する目的で荒廃した森林を整備しています。あなたはこの取組に対し

どのように思われますか？（○は１つ） 
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図 1-9 

【紀の国森づくり基金活用事業】におけるトラスト運動の取り組みに理解を示している県民は

86.8%であった。（「良い取り組みである（57.3%）」と「どちらかといえば良い取り組みである

（29.5%）」） 
 
 
 
 
 

 
図 1-10 

【紀の国森づくり基金活用事業】における県民の方々が自ら計画し活動いただく公募事業の取り

組みに理解を示している県民は 88.0%であった。（「良い取り組みである（58.6%）」と「どちら

かといえば良い取り組みである（29.4%）」） 

１ 良い取組である

57.3%
２ どちらかといえば

良い取組である

29.5%

３ どちらかといえば

悪い取組である

0.5%

４ 悪い取組である

0.2%

５ わからない

12.5%

問９集計結果（個人）（有効サンプル件数：1,151件)

１ 良い取組である

58.6%

２ どちらかといえば

良い取組である

29.4%

４ 悪い取組である

0.2%

５ わからない

11.8%

問10 集計結果 （個人）（有効サンプル件数：1,152件）

問９： 貴重な生態系を有する森林や、優れた景観を有する森林を買い取り（トラスト運動）、

管理・保全を行っています。あなたはこの取組に対しどのように思われますか？       

（○は１つ） 

問１０： 県民の方々が自ら計画し活動いただく公募事業では、事業創設後８年間で延べ約６

万３千人の県民の方が、森林整備等の活動をされています。あなたはこの取組に対

しどのように思われますか？（○は１つ） 
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図 1-11 

【紀の国森づくり基金活用事業】における小中学生を対象とした、森林や林業に触れてもらう機

会をつくる緑育推進事業を実施の理解を示している県民は 94.5%であった。（「良い取り組みで

ある（73.4%）」と「どちらかといえば良い取り組みである（21.1%）」） 
 
 
 
 

 
図 1-12 

【紀の国森づくり基金活用事業】への参加や利用などの経験が「ある」と回答した県民は 5.1%
であった。 
参加の経験が「ない」と回答した県民は 81.1%、「わからない」と回答した県民は 13.7%であっ

た。 

１ 良い取組である

73.4%

２ どちらかといえば

良い取組である

21.1%

３ どちらかといえば

悪い取組である

0.1%

４ 悪い取組である

0.1%

５ わからない

5.4%

問11集計結果 （個人）（有効サンプル件数：1,171件）

１ ある

5.1% ２ わからない

13.7%

３ ない

81.1%

問12 集計結果 （個人）（有効サンプル件数：1,171件）

問１１： 小中学生を対象に、森林や林業に触れてもらう機会をつくる緑育推進事業を実施し、

事業創設後８年間で延べ496 校・２万４千人の小中学生が森林･林業の重要性につい

て学んでいます。あなたはこの取組に対しどのように思われますか？（○は１つ） 

問１２： 問１０～問１１は、紀の国森づくり基金活用事業として実施している事業ですが、あな

た自身、もしくは家族の方が実際に参加されたことはありますか？（○は１つ） 
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図 1-13 

重点分野として最も回答の多かったものは、「森林の間伐や植林（46.8%）」、「林業従事者の養成・

確保（39.0%）」、「山地の保全（38.2%）」、「森林環境教育や県民への普及啓発（37.0%）」であっ

た。その他の意見として景観の保全や山崩れの防止等災害時の安全対策としての森林保全などが

あった。 
 
 
 
 

 

図 1-14 

【紀の国森づくり税】の継続に「賛成」、「どちらかといえば賛成」と回答した県民は合計で 74.3.%
（「賛成（44.4%）」「どちらかといえば賛成（29.9%）」）であった。 
一方で、「どちらかといえば反対」、「反対」と回答した県民は合計で 3.4%（「どちらかといえば

反対（1.5%）」、「反対（1.9%）」）であった。  

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

１ 森林環境教育や県民への普及啓発

２ 森林ボランティア・市民活動への支援

３ 森林の間伐や植林

４ 山地の保全

５ 県産材の利用促進

６ 森林資源を活用した産業の育成

７ 林業従事者の養成・確保

８ 重要な森林の買い取り（トラスト運動）

９ その他

37.0%

21.9%

46.8%

38.2%

25.4%

36.4%

39.0%

14.8%

2.7%

問13 集計結果（個人）（有効サンプル数：2,801件）

１ 賛成

44.4%

２ どちらかと言え

ば賛成

29.9%

３ どちらでもない

10.9%

４ どちらかと言え

ば反対

1.5%

５ 反対

1.9%

６ わからない

11.4%

問14 集計結果 （個人）（有効サンプル件数：1,163件）

問 1３： 紀の国森づくり基金活用事業を実施するにあたり、どのような分野に重点をおいて取

り組むことが適切と思われますか。重点をおく必要があると思われるものを３つまで選

んでください。 

問 1４： 現在の「紀の国森づくり税」は、１０年間（平成１９～２８年度）実施していますが、平成

２９年度以降も継続することについて、どのように思われますか。（○は１つ） 



- 15 - 
 

（２） 事業所集計結果 

 
 
 

 

図 1-15 

事業所の 89.4%が森林の機能についての認識があった。（「よく知っている（41.5%）」、「知って

いる（47.9%）」）森林が健全な社会生活を維持していく上で、重要な役割を果たしているという

ことは県下事業所の共通の認識であると考えられる。 
 
 
 
 

 
図 1-16 

事業所の 49.2%が森林への関心を持っていた。（「非常に関心がある（10.6%）」、「関心がある

（38.5%）」） 
一方で、「どちらとも言えない（41.5%）」という事業所も多かった。  

１ よく知っている

41.5%

２ 知っている

47.9%

３ 聞いた事がある

7.3%

４ ほとんど知らない

1.8%

５ 初めて知った

1.6%

問１ 集計結果 （事業所）（有効サンプル件数：451件）

１ 非常に関心がある

10.6%

２ 関心がある

38.6%

３ どちらとも言えな

い

41.5%

４ 関心がない

8.2%

５ 全く関心がない

1.1%

問２ 集計結果 （事業所）（有効サンプル件数：451件）

問１： 森林が豊かな水やきれいな空気を保ち、災害から県土を守り、地球温暖化の原因とな

る二酸化炭素を吸収するなど様々な役割を果たしていることをご存知でしたか？ 

（○は１つ） 

問２： 貴社では、社会貢献活動の一環として、森林の整備などについて関心がありますか？

（○は１つ） 
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図 1-17 

「参加している（複数回）（10.9%）」、「参加した事がある（4.2%）」と 15.1%の事業所がなんら

かの形で森づくりイベントやボランティア活動に参加している。また、「参加した事はないが、

機会があれば参加したいと思っている(48.2%)」といった積極的な意見を合わせると、63.3%と

なり、「参加した事はなく、積極的に参加したいとも思わない（33.5%）」、「参加した事はなく、

参加したくない（3.1%）」を合わせた 36.6%の消極的な意見に対して上回っている。 
 
 
 

 
図 1-18 

問 3 でイベントやボランティアなどの活動に参加した経験のある事業所では、活動の内容は「森

林整備のボランティア（36.8%）」、「自社林又は借上げている森林など、場所を定めての森林整

備活動（36.8%）」などが多くを占めた。「その他」では、企業の森への参加や植樹イベント等へ

の参加などが主な事例であった。  

１ 参加している（複

数回）

10.9% ２ 参加した事がある

（１度）

4.2%

３ 参加した事はない

が、機会があれば参

加したいと思っている

48.2%

４ 参加した事はな

く、積極的に参加した

いとも思わない

33.5%

５ 参加した事はな

く、参加したくない

3.1%

問３ 集計結果 （事業所）（有効サンプル件数：448件）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

36.8%

36.8%

4.4%

26.5%

14.7%

問４ 集計結果（事業所）（有効サンプル数：81件）

１ 森林整備のためのボランティア活動

２ 自社林又は借上げている森林など、

場所を定めての森林整備活動

３ 従業員や家族への森林に関する研修会や勉強会等

４ 緑の募金などの募金活動

５ その他

問３： 貴社では、直近の１０年間において、森林での間伐や下刈りなどの手入れをするため

の寄附や、ボランティア活動に企業として参加もしくは実施したことはありますか？ 

（○は１つ） 

問４： 問３で１または２と回答された方にお聞きします。どのような活動に参加されましたか？

（○はいくつでも可） 
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図 1-19 

【紀の国森づくり税】をある程度知っているという事業所は 50.8%（「知っていた（19.1%）」、

「聞いたことがある程度（31.7%）」）と半数の企業が｢紀の国森づくり税」についての認識があ

った。 
 
 
 
 
 
 

 
図 1-20 

【紀の国森づくり税】の税負担について認識があった事業所は 35.7%であった。（「知っていた

（10.3%）」と、「負担しているのは知っていたが、金額までは知らなかった（25.4%）」） 
  

１ 知っていた

19.1%

２ 聞いたことがある

程度

31.7%

３ 初めて知った

49.2%

問５ 集計結果 （事業所）（有効サンプル件数：445件）

１ 知っていた

10.3%

２ 負担しているのは

知っていたが、金額ま

で知らなかった

25.4%

３ 知らなかった

64.3%

問６ 集計結果 （事業所）（有効サンプル件数：445件）

問５： この調査の前に、「紀の国森づくり税」のことをご存知でしたか？ （○は１つ） 

問６： 「紀の国森づくり税」として、企業の場合、一社当たり法人の県民税均等割の税率の

５％相当額（資本金等に応じて１千円～４万円）を負担していただいています。このこと

ご存知でしたか？ （○は１つ） 
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図 1-21 

【紀の国森づくり基金活用事業】を知っているという事業所は 37.3%であった。（「知っていた

（8.3%）」、「聞いたことがある程度（29.0%）」）に対して、「知らなかった（62.7%）」 
 
 
 
 
 

 

図 1-22 

【紀の国森づくり基金活用事業】における森林保全への取り組みに理解を示している事業所は

91.9%であった。（「良い取り組みである（65.8%）」、「どちらかといえば良い取り組みである

（26.1%）」） 
 
  

１ 知っていた

8.3%

２ 聞いた事がある

程度

29.0%３ 知らなかった

62.7%

問７ 集計結果 （事業所）（有効サンプル件数：445件）

１ 良い取組である

65.8%

２ どちらかといえば

良い取組である

26.1%

３ どちらかといえば

悪い取組である

0.4%

５ わからない

7.6%

問８ 集計結果 （事業所）（有効サンプル件数：445件）

問７： 紀の国森づくり基金活用事業について、この調査までに、ご存知でしたか？（○は１つ） 

問８： 森林環境を保全する目的で荒廃した森林を整備しています。貴社はこの取組に対しど

のように思われますか？（○は１つ） 
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図 1-23 

【紀の国森づくり基金活用事業】におけるトラスト運動の取り組みに理解を示している事業所は

89.0%であった。（「良い取り組みである（58.9%）」と「どちらかといえば良い取り組みである

（30.1%）」） 
 
 
 
 
 
 

 
図 1-24 

【紀の国森づくり基金活用事業】における県民の方々が自ら計画し活動いただく公募事業の取り

組みに理解を示している事業所は 91.4%であった。（「良い取り組みである（63.8%）」と「どち

らかといえば良い取り組みである（27.6%）」） 
  

１ 良い取組である

58.9%

２ どちらかといえば

良い取組である

30.1%

３ どちらかといえば

悪い取組である

0.7%

５ わからない

10.3%

問９ 集計結果 （事業所）（有効サンプル件数：445件）

１ 良い取組である

63.8%

２ どちらかといえ

ば良い取組である

27.6%

３ どちらかといえ

ば悪い取組である

0.2%

５ わからない

8.3%

問10 集計結果 （事業所）（有効サンプル件数：445件）

問９： 貴重な生態系を有する森林や、優れた景観を有する森林を買い取り（トラスト運動）、

管理・保全を行っています。貴社は、この取組に対しどのように思われますか？  

（○は１つ） 

問１０： 県民の方々が自ら計画し活動いただく公募事業では、事業創設後８年間で延べ約６

万３千人の県民の方が、森林整備等の活動をされています。貴社は、この取組に対し

どのように思われますか？（○は１つ） 
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図 1-25 

【紀の国森づくり基金活用事業】における小中学生を対象に、森林や林業に触れてもらう機会を

つくる緑育推進事業を実施の理解を示している事業所は 97.3%であった。（「良い取り組みであ

る（75.6%）」と「どちらかといえば良い取り組みである（21.7%）」） 
 
 
 
 
 

 
図 1-26 

【紀の国森づくり基金活用事業】への参加や利用などの経験が「ある」と回答した事業所は 3.4%
であった。 
参加や利用などの経験が「ない」と回答した事業所は 40.5%、「わからない」と回答した事業所

は 56.2%であった。 
  

１ 良い取組である

75.6%

２ どちらかといえば

良い取組である

21.7%

３ どちらかといえば

悪い取組である

0.2%

５ わからない

2.4%

問11 集計結果 （事業所）（有効サンプル件数：451件）

１ ある

3.4%

２ わからない

56.2%

３ ない

40.5%

問12 集計結果 （事業所）（有効サンプル件数：447件）

問１１： 小中学生を対象に、森林や林業に触れてもらう機会をつくる緑育推進事業を実施し、

事業創設後８年間で延べ 496 校・２万４千人の小中学生が森林･林業の重要性につい

て学んでいます。貴社はこの取組に対しどのように思われますか？（○は１つ） 

問１２： 問１０～問１１は、紀の国森づくり基金活用事業として実施している事業ですが、貴社

もしくは貴社の従業員の方が実際に参加されたことがありますか。（○は１つ） 
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図 1-27 

 
重点分野として最も回答の多かったものは、「森林の間伐や植林（49.1%）」、「森林環境教育や県

民への普及啓発（44.2%）」、「森林資源を活用した産業の育成 40.5%）」、「山地の保全（38.3%）」

であった。 
 
 
 
 

 
図 1-28 

【紀の国森づくり税】の継続に賛成と回答した事業所は合計で 75.0.%（「賛成（44.0%）」「どち

らかといえば賛成（31.0%）」）であった。 
一方で、反対と回答した事業所は合計で 3.3%（「どちらかといえば反対（1.3%）」、「反対（2.0%）」）

であった。  

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

１ 森林環境教育や県民への普及啓発

２ 森林ボランティア・市民活動への支援

３ 森林の間伐や植林

４ 山地の保全

５ 県産材の利用促進

６ 森林資源を活用した産業の育成

７ 林業従事者の養成・確保

８ 重要な森林の買い取り（トラスト運動）

９ その他

44.2%

22.6%

49.1%

38.3%

24.3%

40.5%

31.6%

12.2%

1.3%

問13 集計結果（事業所）（有効サンプル数：1,194件）

１ 賛成

44.0%

２ どちらかと言え

ば賛成

31.0%

３ どちらでもない

13.5%

４ どちらかと言え

ば反対

1.3%

５ 反対

2.0%
６ わからない

8.1%

問14 集計結果 （事業所）（有効サンプル件数：445件）

問１３： 紀の国森づくり基金活用事業を実施するにあたり、どのような分野に重点をおいて取

り組むことが適切と思われますか。重点をおく必要があると思われるものを３つまで選

んでください。 

問１４： 現在の「紀の国森づくり税」は、１０年間（平成１９～２８年度）実施していますが、平成

２９年度以降も継続することについて、どのように思われますか。（○は１つ） 
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２. アンケート調査結果 ②クロス集計 

（１） 属性別クロス集計（個人） 

 アンケート回答者の性別、年齢、職業、住所、森林の所有の有無の 5 つの属性により

クロス集計を実施した。しかしながら、特筆すべき集計結果として現れなかったため別

途資料編に掲載する。 
（２） 属性別クロス集計（事業所） 

 アンケート回答事業所の所在地、業種、従業員数、資本金、森林の所有の有無の５つ

の属性によりクロス集計を実施した。しかしながら、特筆すべき集計結果として現れな

かったため別途資料編に掲載する。 
（３） 質問項目別クロス集計 

 アンケート質問項目のうち特定の質問項目とのクロス集計を行い、今後の事業の方向

性を県民の意識に関する調査結果を抽出した。クロス集計の基準となる質問項目は問 5
「この調査の前に、紀の国森づくり税についてご存じでしたか？」及び問 14「現在の「紀

の国森づくり税」は、10 年間（平成 19~28 年度）実施していますが、平成 29 年度以降

も継続することについて、どのように思われますか。」である。 
 各質問項目とクロス集計を行った中で、特徴的な内容を示したものを掲載し、残りの

項目は、別添資料編に掲載する。 
（４）   問5（「紀の国森づくり税」の認知状況）及び問 7（紀の国森づくり基金活用事業の 

認知状況）を基準としたクロス集計 （個人） 

① 問 5×問 14（【紀の国森づくり税】の継続の是非） 
【紀の国森づくり税】を「知っていた」と回答した回答者の 82.3%が【紀の国森づ

くり税】の継続に「賛成」、または「どちらかといえば賛成」という回答であった。 
一方で、「聞いたことがある程度」、「初めて知った」と回答した回答者に関しても、

それぞれ 79.6％、72.0％が「賛成」または「どちらかといえば賛成」と回答している。 
 

問 5×問 14：【紀の国森づくり税】の継続 

 

図 1-29 
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② 問 5×問 7（【紀の国森づくり基金活用事業】の認知状況） 
【紀の国森づくり税】のことを「知っていた」回答者の 85.1％が【紀の国森づくり基

金活用事業】を「知っていた」と回答した。反対に、【紀の国森づくり税】のことを

「初めて知った」回答者の 96.9%が【紀の国森づくり基金活用事業】を「初めて知っ

た」と回答した。 
 

問 5×問 7：【紀の国森づくり基金活用事業】の認知状況 

 
図 1-30 

 
③ 問 7×問 14（【紀の国森づくり税】の継続の是非） 

【紀の国森づくり基金活用事業】を「知っていた」と回答した回答者の 88.2%が【紀

の国森づくり税】の継続に「賛成」、または「どちらかといえば賛成」という回答であ

った。 
一方で、「聞いたことがある程度」、「初めて知った」と回答した回答者に関しても、

それぞれ 82.8％、72.5％が「賛成」または「どちらかといえば賛成」と回答している。 
 

問 7×問 14：「紀の国森づくり税」の継続の是非 
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（５）  問 5（「紀の国森づくり税」の認知状況）及び問 7（紀の国森づくり基金活用事業の 

認知状況）を基準としたクロス集計 （事業所） 

① 問 5×問 14（【紀の国森づくり税】の継続の是非） 
【紀の国森づくり税】を「知っていた」と回答した回答者の 84.0%が【紀の国森づ

くり税】の継続に「賛成」、または「どちらかといえば賛成」という回答であった。 
一方、「聞いたことがある程度」、「知らなかった」と回答した回答者に関しても、そ

れぞれ 78.4％、70.1％が「賛成」または「どちらかといえば賛成」と回答している。 
 

問 5×問 14：「紀の国森づくり税」の継続の是非 

 
図 1-32 

 
② 問 5×問 7（【紀の国森づくり基金活用事業】の認知状況） 

    【紀の国森づくり税】を「知っていた」回答者の 88.6％が【紀の国森づくり基金活

用事業】のことを「知っていた」と回答した。一方、【紀の国森づくり税】を「初めて

知った」回答者の 72.5%が【紀の国森づくり基金活用事業】のことを「初めて知った」

と回答した。 
 

問 5×問 7：【紀の国森づくり基金活用事業】の認知状況 
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③ 問 7×14（【紀の国森づくり税】の継続の是非） 
【紀の国森づくり基金活用事業】を「知っていた」と回答した回答者の 91.2%が【紀

の国森づくり税】の継続に「賛成」、または「どちらかといえば賛成」という回答であ

った。 
一方で、「聞いたことがある程度」、「初めて知った」と回答した回答者に関しても、

それぞれ 79.5％、71.8％が「賛成」または「どちらかといえば賛成」と回答している。 
 

問 7×問 14：「紀の国森づくり税」の継続の是非 

 

図 1-33 

 
（６） 問 14（「紀の国森づくり税」の継続の是非）を基準としたクロス集計（個人） 

① 問 14×問 1（森林の役割） 
    【紀の国森づくり税】の継続に「賛成」、「反対」と回答した回答者は、森林の役割に

ついてよく知っていると回答した方が他の階層に比べて比較的多かった（「賛成」

（49.0%）、「反対」（31.8%））。 
 

問 14×問 1：森林の役割 
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② 問 14×問 13（重点分野の取組） 
    【紀の国森づくり税】の継続に関してあらゆる階層の回答者は、「反対」、「どちらか

といえば反対」と回答した方も含め、何らかの重点を置いた取組が必要であるとの結果

である。 
 

問 14×問 13 重点分野の取組 

 
図 1-36 

 
（７） 問 14（「紀の国森づくり税」の継続の是非）を基準としたクロス集計（事業所） 

① 問 14×問 1（森林の役割） 
    【紀の国森づくり税】の継続に「賛成」、「反対」と回答した回答者は、森林の役割に

ついてよく知っていると回答した方が他の階層に比べて比較的多かった（「賛成」

（50.5%）、「反対」（55.6%））。 
 

問 14×問 1：森林の役割 
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② 問 14×問 13（重点分野の取組） 
    【紀の国森づくり税】の継続に関してあらゆる階層の回答者は、「反対」、「どちらか

といえば反対」と回答した方も含め、何らかの重点を置いた取組が必要であるとの結果

である。 
    また、【紀の国森づくり税】の継続に関して「どちらかといえば反対」と答えた回答

者のその他の意見として、「森林を守り育てる」必要性について説明する事業、や、保

全すべき森林とそうでない森林の明確な線引きを行ってほしいなどの意見があった。多

くの県民は森林の重要性を認識し、森林に対しての手入れが必要であると考えている。 
 

問 14×問 13 重点分野の取組 
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（８） 前回（平成 22 年度）との比較 

（1-1）問 5：「紀の国森づくり税」のことをご存知でしたか？（個人） 

 
平成 22 年度 平成 27 年度 差 

知っていた 13.5% 8.3% ▲ 5.2% 

聞いたことがある程度 21.9% 17.1% ▲ 4.8% 

初めて知った 64.6% 74.6% 10.1% 

合 計 100.0% 100.0%  

 
（1-2）問６：「紀の国森づくり税」として年間５００円を負担していただいています。 

このことをご存知でしたか？(個人) 

  平成 22 年度 平成 27 年度 差 

知っていた 10.5% 7.4% ▲ 3.1% 

負担しているのは知っていた

が、金額まで知らなかった 
13.0% 8.8% ▲ 4.1% 

知らなかった 76.6% 83.8% 7.2% 

合  計 100.0% 100.0%  

 
（1-3）問７：紀の国森づくり基金活用事業について、この調査までに、ご存知でしたか？ 

（個人） 

 
平成 22 年度 平成 27 年度 差 

知っていた 7.4% 4.6% ▲ 2.8% 

聞いた事がある程度 19.6% 14.1% ▲ 5.6% 

知らなかった 72.9% 81.3% 8.4% 

合計 100.0% 100.0%  
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（2-1）問 5：「紀の国森づくり税」のことをご存知でしたか？（事業所） 

  平成 22 年度 平成 27 年度 差 

知っていた 26.9% 19.1% ▲ 7.8% 

聞いたことがある程度 32.5% 31.6% ▲ 0.9% 

初めて知った 40.7% 49.3% 8.7% 

合 計 100.0% 100.0%  

 

（2-2）問６：「紀の国森づくり税」として年間税率５％相当額を負担していただいています。 

このことをご存知でしたか？（事業所） 

  平成 22 年度 平成 27 年度 差 

知っていた 15.3% 10.3% ▲ 4.9% 

負担しているのは知っていた

が、金額まで知らなかった 
26.5% 25.3% ▲ 1.2% 

知らなかった 58.2% 64.3% 6.1% 

合  計 100.0% 100.0%  

 
（2-3）問７：紀の国森づくり基金活用事業について、この調査までに、ご存知でしたか？ 

（事業所） 

 
平成 22 年度 平成 27 年度 差 

知っていた 15.0% 8.3% ▲ 6.7% 

聞いた事がある程度 30.4% 28.9% ▲ 1.5% 

知らなかった 54.6% 62.8% 8.2% 

合計 100.0% 100.0%  
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（3-1）問 5：「紀の国森づくり税」のことをご存知でしたか？（全体） 

  平成 22 年度 平成 27 年度 差 

知っていた 17.4% 11.2% ▲ 6.2% 

聞いたことがある程度 25.0% 21.1% ▲ 3.9% 

初めて知った 57.6% 67.7% 10.1% 

合 計 100.0% 100.0%  

 
（3-2）問６：「紀の国森づくり税」として年間税率５％相当額を負担していただいています。 

このことをご存知でしたか？（全体） 

  平成 22 年度 平成 27 年度 差 

知っていた 11.9% 8.2% ▲ 3.6% 

負担しているのは知っていた

が、金額まで知らなかった 
16.9% 13.4% ▲ 3.4% 

知らなかった 71.3% 78.3% 7.1% 

合  計 100.0% 100.0%  

 
（3-3）問７：紀の国森づくり基金活用事業について、この調査までに、ご存知でしたか？ 

（全体） 

 
平成 22 年度 平成 27 年度 差 

知っていた 9.6% 5.6% ▲ 4.0% 

聞いた事がある程度 22.8% 18.2% ▲ 4.5% 

知らなかった 67.6% 76.1% 8.5% 

合計 100.0% 100.0%  
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３. アンケート調査結果 ③自由意見集計 

   今回のアンケート調査は、問 14（【紀の国森づくり税】の継続の是非）および最後の自由

意見欄において個人 1,200 件中 294 件、事業所 453 件中 45 件の自由意見のコメントがあっ

た。今回のアンケート調査の目的には、【紀の国森づくり税】に対する県民の意見を具体的

に抽出し、同事業の効果を検証することである。よって、アンケート調査の中で得られた多

くの自由意見は、【紀の国森づくり税】に対する県民の関心の高いものを具体的に分析する

上で重要であるという判断から、自由意見の集計を実施した。 
   以下は、自由意見欄の集計結果をまとめたものである。自由意見をまとめるに際して、3

つの分類作業を行なった。第 1 に、問 14（【紀の国森づくり税】の継続の是非）での回答 5
項目に基づいて分類した。第 2 に、先の分類から更に自由回答の内容に基づいて事業継続

の是非を分類した。第 3 に、自由回答の内容から提言のあるものについては、「税について」

「ＰＲ」「環境保全」などの項目に分類した。分類の定義は以下の表 3-1 のとおりである。 
   個人の意見の中に複数の定義に含まれるコメントをしているものについては、それぞれを

計上した。 
表 3-1 分類の定義 

分類名 概要（自由意見の内容） 

税について 税金の使途、使途の報告などの税に関連する提案、疑問 

ＰＲ ＰＲの必要性、ＰＲ不足に対する不満、ＰＲ方法の提案 

環境保全 水源確保、災害対策等に観点を置いた森林の環境保全に関する提案 

方向性 事業の目的・内容に対する提案、疑問 

税負担 税金の徴収に対する疑問、反対意見 

産業育成 産業の育成につながる事業支援の提案 

観光政策 森林事業の観光資源としての利用提案 

雇用対策 森林従事者の育成、雇用創出に関連する提案 

県材利用 県材の利活用をした事業提案 

獣害対策 獣害対策の提案 

トラスト運動 トラスト運動の提案 

民有林管理 私有林の支援に対する疑問、管理に対する提案 

国との連携 国との森林整備事業の連携の提案 

教育 啓発活動を含む教育事業の提案 

アンケート批判 当該アンケート調査事業に対する批判意見 

 

(1)個人集計 

自由意見で【紀の国森づくり税】の継続の是非を問わず多く見られた意見は、「税につい

て」（72 件）に関連するものであった。関連する内容は、【紀の国森づくり税】が有効に使

われているのか、その規模や効果等の報告を希望する内容が多くあった。 
【紀の国森づくり税】の継続に「賛成」、「どちらかといえば賛成」と回答した回答者（45

件）の場合、【紀の国森づくり税】の有効な効果を期待する声や、金額に関する意見、将来

に向けて継続を望む意見、和歌山県の森林を県民全体の財産としてとらえ事業に対しての賛

同する声も多くあったが、【紀の国森づくり基金活用事業】に関して支援の内容や成果の報

告が必要との意見もあった。「どちらでもない」と回答した回答者（5 件）の場合、【紀の国

森づくり税】がはたして有効に使われているのか、無駄な使途がないか、どういった【紀の

国森づくり基金活用事業】が行われているのかを説明を求める意見が主なものであった。 
「どちらかといえば反対」、「反対」と回答した回答者（12 件）の場合、実績が不明との

意見や、内容がよくわからないという意見が主なものあった。 
「わからない」と回答した回答者（8 件）の場合、今回のアンケートで【紀の国森づくり
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税】について初めて知ったといった意見が多かった。 
「無回答」と回答した回答者（3 件）の場合、【紀の国森づくり税】の内容に関する説明

を求める声や、【紀の国森づくり基金活用事業】の会計報告の閲覧を希望する意見があった。 
「税について」以外の自由意見については以下のとおりである。 
事業継続に「賛成」、「どちらかといえば賛成」と回答した回答者の自由意見では、「税に

ついて」の次に多く意見があったものは「ＰＲ」（27 件）であった。「ＰＲ」に関しては、

森林の役割・重要性のＰＲの必要性の提案や、今回のアンケートをきっかけに森林整備のボ

ランティアへの参加の機会をもっと増やして広報してほしいといった内容もみられた。次い

で「環境保全」（24 件）では、水源の保全や CO2 の抑制効果、災害対策としての森林の重

要性に着目した将来に向け守る必要性を訴える内容が多くあった。 
「どちらでもない」と回答した回答者では、「税について」に次いで「環境保全」（4 件）

についての意見が多く、水源、景観の保全に関する内容であった。 
「どちらかといえば反対」、「反対」と回答した回答者からは「税負担」（4 件）、税金の徴

収に対する疑問、反対意見がみられた。 
「わからない」と回答した回答者からは「産業育成」（3 件）、森林を守るには林業を盛り

上げる必要があるといった意見があった。 
 

(2)事業所集計 

自由意見のうち最も多かったものは「環境保全」（10 件）であった。その内容は、【紀の

国森づくり税】の継続に「賛成」、「どちらかといえば賛成」と回答した回答者（10 件）か

らのもので、災害対策、観光資源、海や漁業に与える影響などの観点からの意見があった。 
「環境保全」以外の自由意見については以下のとおりである。 
【紀の国森づくり税】の継続に「賛成」、「どちらかといえば賛成」とする回答者からは、

「環境保全」についで「税について」（6 件）、が多く、税の有効活用や具体的にどのような

事業に活用されているのか等の意見があった。 
「どちらでもない」と回答した回答者からは、「方向性」（1 件）森林整備による温暖化対

策の効果を踏まえ、税負担を和歌山県だけでなく都市部のエネルギー消費地にも負担を求め

る意見もあった。 
「どちらかと言えば反対」、「反対」と回答した回答者からは、「税について」（1 件）「国

との連携」（1 件）県レベルの事業としては不公平感があるといった意見や、目的税として

の優先順位を考慮すべきといった意見があった。 
「わからない」と回答した回答者からは、特に提言はなかった。 
「無回答」と回答した回答者からは、「税について」（1 件）事業内容の開示が行われ、内

容が適正であれば必要な事業だとの意見であった。 
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表 3-2 自由意見集計表（個人） 

大分類 中分類 小分類 主な提案内容(括弧内は件数) 

問 14 の回答 数 自由意見欄評価 数 うち提言あり   

賛成 
16
7 

賛成 164 115 
税について(32)、環境保全(19)、ＰＲ(17)、
方向性(14)、教育（11）雇用対策（9）県材利
用(5)、他 1件のみ多数。 

条件付賛成 3 2 税について(1)、アンケート批判(1) 

不明     

やや否定     

否定     

どちらかとい
えば賛成 

58 

賛成 15 11 

ＰＲ(5)、方向性(1)、税について(1)、観光政
策(1)、教育(1)、雇用対策（1）、税について
（1）、方向性（1）、アンケート批判（1）な
ど 

条件付賛成 41 33 

税について（10）、環境保全（5）、ＰＲ(4)
方向性(4)、税負担（3）、産業育成（2）、国
との連携（2）、民有林管理（2）、雇用対策
（1） 

不明 2 2 税について（2）、PR(1)、 

やや否定    

否定     

どちらでもな
い 

19 

賛成 5 5 環境保全(4)、 税について(2) 
条件付賛成 2 2 税について(1)、税負担（1） 

不明 12 7 
ＰＲ（3）、税について（2）、雇用対策（1）
アンケート批判(1)  

やや否定    

否定     

どちらかとい
えば反対 

9 

賛成     

条件付賛成     

不明 6 4 税について(4) 

やや否定 3 2 アンケート批判(1)、税負担（1） 

否定    

反対 12 

賛成     

条件付賛成     

不明 4 3 税について（2）、税負担(1) 
やや否定 1 1 税負担(1)  
否定 7 7 税について(5)、税負担(1)、獣害対策(1) 

わからない 18 

賛成 2 1 環境保全（1） 

条件付賛成 8 8 
税について(6)、雇用対策(1)、産業育成(1)、
アンケート批判（1） 

不明 7 5 
ＰＲ(2)、産業育成（2）、税について(1)、環
境保全（1） 

やや否定    

否定 1 1 税について（1） 

無回答 11 

賛成 1   

条件付賛成 2 2 税について(2) 

不明 5 4 環境保全(2)、 税負担(2) 

やや否定 1 1 方向性（1） 

否定 2 2 税について(1)、教育(1)  

合計 
29
4 

賛成 187 132   

条件付賛成 56 47   

不明 36 25   

やや否定 5 4   

否定 10 10   

提言については、複数要素を含むため数値は一致しません 
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表 3-3 自由意見集計表（事業所） 

大分類 中分類 小分類 主な提案内容(括弧内は件数) 

問 14 の回答 数 自由意見欄評価 数 うち提言あり   

賛成 28 

賛成 28 20 
環境保全(9)、教育(3)、税について(3)、Ｐ
Ｒ(2)、観光政策（1）、県材利用（1）、ト
ラスト運動（1）、方向性（1） 

条件付賛成    

不明     

やや否定     

否定     

どちらかとい
えば賛成 

7 

賛成 1 1 環境保全(1) 
条件付賛成 3 2 税について(2) 
不明 3 3 税について(2)、税負担（1） 

やや否定    

否定    

どちらでもな
い 

3 

賛成 1   
条件付賛成 1 1 方向性(1) 
不明 1   
やや否定    

否定    

どちらかとい
えば反対 

0 

賛成    

条件付賛成    

不明    

やや否定    

否定    

反対 2 

賛成    

条件付賛成    

不明    

やや否定 2 2 税について(1)、国との連携(1) 
否定    

わからない 3 

賛成    

条件付賛成    

不明 3   

やや否定    

否定    

無回答 2 

賛成    

条件付賛成 1 1 税について(1) 

不明 1    

やや否定     

否定     

合計 45 

賛成 30 21  

条件付賛成 5 4  

不明 8 3  

やや否定 2 2  

否定    
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４．分析 

 今回のアンケート調査の分析では、単純集計結果、クロス集計結果だけではなく、自由

意見の回答についても検討を行った。クロス集計で特に検討を行ったことは、【紀の国森づ

くり税】の継続に対して自由意見の回答を重視した理由としては、第 1 に、問 14（【紀の国

森づくり税】の継続の是非）および最後の自由意見欄において個人 294 件、事業所 45 件と

自由意見のコメントが多数であったこと、第 2 に、県民の率直な意見を分析に加えること

により、【紀の国森づくり税】に対する県民の意見を具体的に把握できると考えられる。 
以上の前提に基づいて本アンケート調査結果を分析すると、【紀の国森づくり税】に対す

る県民・事業所の意識は以下 3 点の特徴を有すると考えられる。 
 
① ｢紀の国森づくり税｣の継続に関して、県民個人で 72.0％、事業所で 74.0%が賛成。 

（未回答含む） 

・単純集計結果の問 14 によれば、個人で未回答も含め 72.0%、事業所で同じく未回答も含

め 74.0%が【紀の国森づくり税】の継続に賛成。（有効回答のみでは、74.3%、75.0%） 
・【紀の国森づくり税】に対する認知度（問 5）は、個人 25.4%（「知っていた（8.3%）」、「聞

いたことがある程度（17.1%）」）（p.10、図 1-5）、事業所 50.8%（「知っていた（19.1%）」、

「聞いたことがある程度（31.7%）」）（p.17、図 1-19）であった。 
・【紀の国森づくり税】の税負担に対する認知度（問 6）は、個人 16.2%（「知っていた（7.4%）」、

「負担しているのは知っていたが、金額までは知らなかった（8.8%）」）（p.10、図 1-6）、
事業所 35.7%であった。（「知っていた（10.3%）」に対して、「負担しているのは知ってい

たが、金額までは知らなかった（25.4%）」）（p.17、図 1-20）であった。 
・【紀の国森づくり基金活用事業】に対する認知度（問 7）は個人 18.7%であった。（「知っ

ていた（4.6%）」、「聞いたことがある程度（14.1%）」）（p.11、図 1-7）、事業所 37.3%（「知

っていた（8.3%）」、「聞いたことがある程度（29.0%）」）（p.18、図 1-21）であった。 
・一方【紀の国森づくり税】に対する認知度を基準としたクロス集計では、「聞いたことが

ある程度」、「知らなかった」と回答した回答者は、税の継続に関して、個人では、それぞ

れ 79.6％、72.0％が「賛成」または「どちらかといえば賛成」と回答している。（p.22、
図 1-29）事業所では、「聞いたことがある程度」、「知らなかった」と回答した回答者に関

して、それぞれ 78.4％、70.1％が「賛成」または「どちらかといえば賛成」と回答して

いる。（p.24、図 1-32） 
・自由意見の集計を行った中では、問 14（【紀の国森づくり税】の継続の是非に関する質問）

の回答において「賛成」、「どちらかといえば賛成」と回答した回答者の自由意見の多くは

「税について」に関連する意見であり、その中には税の有効利用や、内容の開示に関する

ものであったことからも、【紀の国森づくり税】の継続に賛成の県民・事業所も【紀の国

森づくり基金活用事業】の詳細は把握できていない可能性もある（p.33、表 3-2、p.34、
表 3-3）。 

・自由意見の中にも、【紀の国森づくり税】全体に対するイメージがないので「税について」

などの判断のしようがないというものがみられた。【紀の国森づくり基金活用事業】の取

り組みをさらに、開示することにより今後、県民・事業所よりさらなる理解が得られる可

能性がある。 
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② 紀の国森づくり基金活用事業の概要を知っていると考えられる県民の 80％、事業所の

90％以上が「紀の国森づくり税」の継続に賛成。 

・問 7 と問 14 のクロス集計結果によると、個人の 88.2%（「賛成（72.5%）」、「どちらかと

いえば賛成（15.7%）」）、事業所の 91.2%（「賛成（61.8%）」、「どちらかといえば賛成

（29.4%）」）は、【紀の国森づくり税】の継続に対して賛同している（p.23、図 1-31、p.25、
図 1-33）。このことから、基金活用事業の概要をある程度知っていると考えられる県民・

事業所の多くには、【紀の国森づくり税】の意義が積極的に理解されている。 
・一方、「聞いたことがある程度」、「知らなかった」と回答した回答者に関しても、それぞ

れ個人では、82.8％、72.5％が「賛成」または「どちらかといえば賛成」と回答（p.23、
図 1-31）、事業所では、79.5％、71.8％が「賛成」または「どちらかといえば賛成」（p.25、
図 1-33）、と回答している。 

・問 14（【紀の国森づくり税】の継続の是非に関する質問）と問 1（森林の役割）のクロス

集計結果では、【紀の国森づくり税】の継続に「反対」と回答した回答者のうち森林の役

割について、「よく知っている」、「知っている」と回答した回答者がそれぞれ個人で 31.8％、

36.9％（p.25、図 1-35）、事業所では 55.6％、33.3％（p.26、図 1-37）。 
・問 14（【紀の国森づくり税】の継続の是非に関する質問）と問 13（重点分野の取組）の

クロス集計結果では、【紀の国森づくり税】の継続に「反対」と回答した回答者も何らか

の重点取組を行い森林の整備が必要だと考えている回答者が多くみられた。個人（p.26、
図 1-36）では、「山地の保全」25.7％「県産材の利用促進」17.1％等、事業所（p.27、図

1-38）では、「山地の保全」23.5％「森林資源を活用した産業の育成」23.5％等があった。 
・以上のことから、県民・事業所の多くは森林の役割や【紀の国森づくり基金活用事業】に

係る重要性は、すでに認識しており、【紀の国森づくり税】が有効に使われているかの情

報を適切に伝えることにより今後の意見にも反映される可能性がある。 
・情報開示の方法に関しては、自由意見の中からテレビ・ラジオ等の放送媒体、インターネ

ット、「県民の友」への掲載などがあった。 
 
③ 「紀の国森づくり税」に対して期待する意見（税の有効利用、ＰＲ・情報開示、環境保全、

森林整備） 

・単純集計の問 13 および自由意見欄より、県民・事業所が基金活用事業に期待する内容は、

①税の有効利用、②ＰＲ、情報の開示、③環境保全（水源の確保、災害対策、）、④森林整

備（間伐・植林事業、獣害対策）が主なものであった。 
・単純集計の問 13 で最も多かった③について自由意見で多く出ていた意見をまとめると、

水源としての森林整備（広葉樹の植林を含む）、土砂崩れや大水被害防止等の災害に寄与

する間伐・植林事業を積極的に支援し、獣害被害の防止ひいては地域の生活環境の保全を

期待するというものであった。 
・【紀の国森づくり基金活用事業】は、公募事業を中心に、森林整備も含め、森林整備に関

する教育・啓発活動、調査・研究活動などを政策として実施しているが、県民・事業所の

意見としてはより積極的な環境への貢献や、森林整備による生活環境の保全も期待してい

ると考えられる。 
・前回平成 22 年度に同様のアンケート調査を行っているが、認知度において数パーセント
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の後退が見受けられた、原因として考えられることは、平成 22 年度は翌年に全国植樹祭

を控え成功に向けて官民協力による様々なプレイベントが盛んに行われ、その際に【紀の

国森づくり税】に関しても目にする機会が増え広く周知されたと考えられる。今回は【紀

の国森づくり税】に関連する情報を目にする機会が平成 22 年当時と比べ減少し、その後

数年が経過し、認知度としては落ち着いた感があるのではないだろうか。  
 ・以上のように、県民・事業所の【紀の国森づくり税】に対する評価は、森林の持つ重要性

は理解していて、【紀の国森づくり基金活用事業】による重点を置いて取り組む分野の必

要性も感じている、税負担も適正である、【紀の国森づくり税】の継続にも概ね賛成であ

る。ただし、【紀の国森づくり税】が継続される場合には、【紀の国森づくり基金活用事業】

の目的、現状、成果、今後の方向性など【紀の国森づくり基金活用事業】の詳細をより多

くの県民にＰＲすることが必要であるといえよう。 
・【紀の国森づくり税】では、これまでにも県民の友、放送媒体、シンポジウムの開催、イ

ンターネットでの情報公開など、様々なメディア媒体を利用して周知化を図ってきている。

しかし、現状の県民・事業所の今回のアンケート調査の認知度の結果からすると、十分な

成果と言い切れない状況といえる。ただ、さらに認知度を高めていくためにも継続的な情

報公開は必要だと考えられる。 
・ＰＲ手段については、パネル展示等を集客の見込める商業施設や公共施設内のロビー等の

スペースでの展示など、県民・事業所の多くが足を運ぶ場所での情報発信が必要になって

くる。シンポジウムの開催や、森林の現状と整備状況等を見せるツアー等のイベントを利

用した双方向型のＰＲ手段を試みていくことなども必要であろう。 
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５．まとめ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

(1) 「紀の国森づくり税」の継続に関して、県民個人・事業所で 70％以上が賛成 

県民・事業者の多くは税の継続に関して賛成である。また、税を知らなかった方においてもそ

の重要性、必要性への関心が高く、【紀の国森づくり税】の継続に関して個人 72％（賛成 42.6％、

どちらかといえば賛成 29.4％）、事業所 70.1％（賛成 37.4％、どちらかといえば賛成 32.7％）

の方が継続に賛成している。県民・事業所の多くは既に森林の持つ多様な機能や役割に関して

理解があり、森林整備に対する賛同をしている、県民・事業所に対し、【紀の国森づくり税】が

有効に使われていることを継続的に情報の発信を行えばさらなる理解を得られると考えられ

る。 
 
(2) 紀の国森づくり基金活用事業の概要を知っていると考えられる県民の 80%以上、事業所

の 90%以上が「紀の国森づくり税」継続に賛成 

【紀の国森づくり基金活用事業】の概要をある程度知っていると考えられる県民の 80%以上、

事業所の 90%以上は【紀の国森づくり税】の継続に賛成であり、【紀の国森づくり基金活用事業】

に対する認識の無かった方においても個人 72.5％(賛成 42.4％、どちらかといえば賛成 30.1％）、

事業所 71.8％(賛成 39.2％、どちらかといえば賛成 32.6％）の方が継続に賛成している。今後

より一層の情報周知化の取り組みと手段の工夫があれば、【紀の国森づくり基金活用事業】に対

して更に積極的な賛同が得られると思われる。 
 
(3) 「紀の国森づくり税」に対して期待する意見（税の有効利用、ＰＲ・情報開示、環境保全、

森林整備） 

【紀の国森づくり税】による【紀の国森づくり基金活用事業】は、森林整備を中心に公募事業、

森林整備に関する教育・啓発活動、調査、重要な森林の公有化など様々な事業を実施している。

それら【紀の国森づくり基金活用事業】の取り組み内容及び成果の情報の開示を期待する意見

が多く。さらに、【紀の国森づくり税】の認知度に関係なく、今後【紀の国森づくり基金活用事

業】を実施した場合、何らかの重点を置いて取り組む必要があるとの意見が見られ、現在すべ

ての県民が恩恵を受けている水源のかん養、県土の保全等の森林の持つ公益的機能を恒久的に

発揮させるためにも、間伐対策に重点を置いた森林整備等を積極的に進める必要があると思

われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【紀の国森づくり税】の継続については、個人及び事業所で 70％以上が賛成である

ことから、県民・事業所の多くは継続に関して賛成であるといえる。また、事業の

概要を知っていると考えられる県民の 80％以上、事業所の 90％以上が継続に賛成の

意向を示していることから、より一層の情報周知化の取組と手段の工夫があれば、

【紀の国森づくり税】の継続に対してさらに積極的な賛同が得られると思われる。 
 また、【紀の国森づくり基金活用事業】に期待する意見として、森林整備による山

地の保全を期待する意見が出されており、防災上の観点からもそれぞれの地域が抱え

る課題に対応した森林整備等を積極的に進める必要があると思われる。 
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Ⅲ アンケート調査票 
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紀の国森づくり基金県民意識調査【個人用】 
 

問１ 森林が豊かな水やきれいな空気を保ち、災害から県土を守り、地球温暖化の原因となる二酸化炭素

を吸収するなど様々な役割を果たしていることをご存知でしたか？ （○は１つ） 

     １ よく知っている 

     ２ 知っている 

     ３ 聞いた事がある 

     ４ ほとんど知らない 

     ５ 初めて知った 

 

問２ レクリエーション等も含め、森林に関心や興味はありますか？ （○は１つ） 

１ 非常に関心がある 

２ 関心がある 

３ どちらとも言えない 

     ４ 関心がない 

     ５ 全く関心がない 

 

問３ 直近の１０年間において、植樹や間伐などの森林整備や、森づくりのイベント、ボランティア活動

に参加されたことはありますか？  （○は１つ）  

     １ 参加している（複数回） 

     ２ 参加した事がある（１度） 

     ３ 参加した事はないが、機会があれば参加したいと思っている 

     ４ 参加した事はなく、積極的に参加したいとも思わない 

     ５ 参加した事はなく、参加したくない 

 

問４ 問３で１または２と回答された方にお聞きします。どのような活動に参加されましたか？ 

（○はいくつでも可） 

１ 森林整備のためのボランティア活動 

２ 所有林又は借上げている森林など、場所を定めての森林整備活動 

３ 森林に関する研修会や勉強会等 

４ 木工教室など 

５ その他（                                  ） 

 

 

「紀の国森づくり税」の様な、「森林環境税」と呼ばれる森林整備等に係る地方の独自課税は、全国で 

３５県（H2７年１月現在）が導入しています。 

 和歌山県では、水源のかん養、県土の保全 等 の公益的機能を有する 森林からすべての県民

が 恩 恵 を 受 け てい ると の 認 識 に 立 ち、 森林 を 県 民 の 財 産と して 守 り 育 て 、 次の 世代 に 引

き継いでいくことを目 的として、平成１９年 度より「紀の国森づくり税」を導入しています。 

 

問５ この調査の前に、「紀の国森づくり税」のことをご存知でしたか？ （○は１つ） 

     １ 知っていた 

     ２ 聞いたことがある程度 

     ３ 初めて知った 
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問６ 「紀の国森づくり税」として、個人の場合、年間５００円を負担していただいています。 

このことをご存知でしたか？ （○は１つ） 

     １ 知っていた 

     ２ 負担しているのは知っていたが、金額まで知らなかった 

     ３ 知らなかった 

 

 

 紀の国森づくり基金活用事業は、紀の国森づくり税を「紀の国森づくり基金」に積立、森林環境の保全

及び森林と共生する文化の創造に関する施策の運用に使用しております。 

 

問７ 紀の国森づくり基金活用事業について、この調査までに、ご存知でしたか？（○は１つ） 

     １ 知っていた 

     ２ 聞いた事がある程度 

     ３ 知らなかった 

 

問８ 森林環境を保全する目的で荒廃した森林を整備しています。あなたはこの取組に対しどのように思

われますか？（○は１つ） 

     １ 良い取組である 

     ２ どちらかといえば良い取組である 

     ３ どちらかといえば悪い取組である 

     ４ 悪い取組である 

     ５ わからない 

 

問９ 貴重な生態系を有する森林や、優れた景観を有する森林を買い取り（トラスト運動）、管理・保全を

行っています。あなたはこの取組に対しどのように思われますか？（○は１つ） 

     １ 良い取組である 

     ２ どちらかといえば良い取組である 

     ３ どちらかといえば悪い取組である 

     ４ 悪い取組である 

     ５ わからない 

 

問１０ 県民の方々が自ら計画し活動いただく公募事業では、事業創設後８年間で延べ約６万３千人の県

民の方が、森林整備等の活動をされています。あなたはこの取組に対しどのように思われますか？ 

（○は１つ） 

     １ 良い取組である 

     ２ どちらかといえば良い取組である 

     ３ どちらかといえば悪い取組である 

     ４ 悪い取組である 

     ５ わからない 

 

 

 

 

 

問１１ 小中学生を対象に、森林や林業に触れてもらう機会をつくる緑育推進事業を実施し、事業創設後



- 43 - 
 

８年間で延べ 496 校・２万４千人の小中学生が森林･林業の重要性について学んでいます。     

あなたはこの取組に対しどのように思われますか？（○は１つ） 

     １ 良い取組である 

     ２ どちらかといえば良い取組である 

     ３ どちらかといえば悪い取組である 

     ４ 悪い取組である 

     ５ わからない 

 

問１２ 問１０～問１１は、紀の国森づくり基金活用事業として実施している事業ですが、あなた自身、

もしくは家族の方が実際に参加されたことはありますか？（○は１つ） 

     １ ある 

     ２ わからない 

     ３ ない 

      

問 1３ 紀の国森づくり基金活用事業を実施するにあたり、どのような分野に重点をおいて取り組むこと

が適切と思われますか。重点をおく必要があると思われるものを３つまで選んでください。 

     １ 森林環境教育や県民への普及啓発 

     ２ 森林ボランティア・市民活動への支援 

     ３ 森林の間伐や植林 

     ４ 山地の保全 

     ５ 県産材の利用促進 

     ６ 森林資源を活用した産業の育成 

     ７ 林業従事者の養成・確保 

     ８ 重要な森林の買い取り（トラスト運動） 

     ９ その他（                                 ） 

 

問 1４ 現在の「紀の国森づくり税」は、１０年間（平成１９～２８年度）実施していますが、平成２９

年度以降も継続することについて、どのように思われますか。（○は１つ） 

     １ 賛成 

     ２ どちらかと言えば賛成 

     ３ どちらでもない 

     ４ どちらかと言えば反対 

     ５ 反対 

     ６ わからない 

上記意見に対するご意見があればご記入下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最後に、アンケートにご回答いただきましたあなたにお尋ねします。 
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①性別  １ 男   ２ 女 

②年齢 

 １ 20～29 歳  ２ 30～39 歳  ３ 40～49 歳 

４ 50～59 歳  ５ 60～69 歳  ６ 70 歳以上 

③ご職業 

     １ 会社員  ２ 公務員・団体職員  ３ 自営業  ４ 農林水産業 

     ５ パート・アルバイト  ６ 学生  ７ 専業主婦(主夫)  ８ 無職  ９ その他   

④県内に森林を所有していますか 

 １ 所有している   ２ 所有していない 

⑤お住まい 

 （            ） 市・町・村（市町村名のみお書き下さい） 

 

＊「紀の国森づくり基金活用事業」や「紀の国森づくり税」について、ご意見やご提案を 

自由にお書きください。 

ご協力ありがとうございました。 
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紀の国森づくり基金県民意識調査【事業所用】 

 

問１ 森林が豊かな水やきれいな空気を保ち、災害から県土を守り、地球温暖化の原因となる二酸化炭素

を吸収するなど様々な役割を果たしていることをご存知でしたか？ （○は１つ） 

  １ よく知っている 

     ２ 知っている 

     ３ 聞いた事がある 

     ４ ほとんど知らない 

     ５ 初めて知った 

 

問２ 貴社では、社会貢献活動の一環として、森林の整備などについて関心がありますか？（○は１つ） 

１ 非常に関心がある 

２ 関心がある 

３ どちらとも言えない 

     ４ 関心がない 

     ５ 全く関心がない 

 

問３ 貴社では、直近の１０年間において、森林での間伐や下刈りなどの手入れをするための寄附や、ボ

ランティア活動に企業として参加もしくは実施したことはありますか？ （○は１つ） 

     １ 参加している（複数回） 

     ２ 参加した事がある（１度） 

     ３ 参加した事はないが、機会があれば参加したいと思っている 

     ４ 参加した事はなく、積極的に参加したいとも思わない 

     ５ 参加した事はなく、参加したくない 

 

問４ 問３で１または２と回答された方にお聞きします。どのような活動をされていますか。 

（○はいくつでも可） 

１ 森林整備のためのボランティア活動 

２ 自社林又は借上げている森林など、場所を定めての森林整備活動 

３ 従業員や家族への森林に関する研修会や勉強会等 

４ 緑の募金などの募金活動 

５ その他（                                  ） 

 

 

「紀の国森づくり税」の様な、「森林環境税」と呼ばれる森林整備等に係る地方の独自課税は、全国で 

３５県（H2７年１月現在）が導入しています。 

 和歌山県では、水源のかん養、県土の保全 等 の公益的機能を有する 森林からすべての県民

が 恩 恵 を 受 け てい ると の 認 識 に 立 ち、 森林 を 県 民 の 財 産と して 守 り 育 て 、 次の 世代 に 引

き継いでいくことを目 的として、平成１９年 度より「紀の国森づくり税」を導入しています。 

 

問５ この調査の前に、「紀の国森づくり税」のことをご存知でしたか？（○は１つ） 

     １ 知っていた 

     ２ 聞いたことがある程度 

     ３ 初めて知った 
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問６ 「紀の国森づくり税」として、企業の場合、一社当たり法人の県民税均等割の税率の５㌫相当額（資

本金等に応じて１千円～４万円）を負担していただいています。 

このことご存知でしたか？ （○は１つ） 

     １ 知っていた 

     ２ 負担しているのは知っていたが、金額まで知らなかった 

     ３ 知らなかった 

 

 

紀の国森づくり基金活用事業は、紀の国森づくり税を「紀の国森づくり基金」に積立、森林環境の保全

及び森林と共生する文化の創造に関する施策の運用に使用しております。 

 

問７ 紀の国森づくり基金活用事業について、この調査までに、ご存知でしたか？ （○は１つ） 

     １ 知っていた 

     ２ 聞いた事がある程度 

     ３ 知らなかった 

 

問８ 森林環境を保全する目的で、荒廃した森林を整備しています。貴社はこの取組に対しどのように思

われますか？ （○は１つ） 

     １ 良い取組である 

     ２ どちらかといえば良い取組である 

     ３ どちらかといえば悪い取組である 

     ４ 悪い取組である 

     ５ わからない 

 

問９ 貴重な生態系を有する森林や、優れた景観を有する森林を買い取り（トラスト運動）、管理・保全を

行っています。貴社は、この取組に対しどのように思われますか？ （○は１つ） 

     １ 良い取組である 

     ２ どちらかといえば良い取組である 

     ３ どちらかといえば悪い取組である 

     ４ 悪い取組である 

     ５ わからない 

 

問１０ 県民の方々が自ら計画し活動いただく公募事業では、事業創設後８年間で延べ約６万３千人の県

民の方が、森林整備等の活動をされています。貴社は、この取組に対しどのように思われますか？ 

（○は１つ） 

     １ 良い取組である 

     ２ どちらかといえば良い取組である 

     ３ どちらかといえば悪い取組である 

     ４ 悪い取組である 

     ５ わからない 

 

 

 

 

問１１ 小中学生を対象に、森林や林業に触れてもらう機会をつくる緑育推進事業を実施し、事業創設後
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８年間で延べ 496 校・２万４千人の小中学生が森林･林業の重要性について学んでいます。     

貴社はこの取組に対しどのように思われますか？（○は１つ） 

     １ 良い取組である 

     ２ どちらかといえば良い取組である 

     ３ どちらかといえば悪い取組である 

     ４ 悪い取組である 

     ５ わからない 

 

問１２ 問１０～問１１は、紀の国森づくり基金活用事業として実施している事業ですが、貴社もしくは

貴社の従業員の方が実際に参加されたことがありますか。（○は１つ） 

     １ ある 

     ２ わからない 

     ３ ない 

 

問 1３ 紀の国森づくり基金活用事業を実施するにあたり、どのような分野に重点をおいて取り組むこと

が適切と思われますか。重点をおく必要があると思われるものを３つまで選んでください。 

     １ 森林環境教育や県民への普及啓発 

     ２ 森林ボランティア・市民活動への支援 

     ３ 森林の間伐や植林 

     ４ 山地の保全 

     ５ 県産材の利用促進 

     ６ 森林資源を活用した産業の育成 

     ７ 林業従事者の養成・確保 

     ８ 重要な森林の買い取り（トラスト運動） 

     ９ その他（                                  ） 

 

問１４ 現在の紀の国森づくり税は、１０年間（平成１９～２８年度）実施していますが、平成 2９年度

以降も継続することについて、どのように思われますか。（○は１つ） 

１ 賛成 

     ２ どちらかと言えば賛成 

     ３ どちらでもない 

     ４ どちらかと言えば反対 

     ５ 反対 

     ６ わからない 

上記意見に対するご意見があればご記入下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最後に、アンケートにご回答いただきました貴社についてお尋ねします。 
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①ご住所  （        ）市・町・村 

②業 種 

  １ 農林漁業  ２ 鉱業・採石業・砂利採取業  ３ 建設業  ４ 製造業 

  ５ 電気・ガス・熱供給・水道業  ６ 情報通信業 ７ 運輸業・郵便業  ８ 卸売・小売業 

  ９ 金融・保険業 10 不動産業・物品賃貸業 11 宿泊業、飲食サービス業 12 医療、福祉 

  13 教育、学習支援業  14 その他のサービス業 

③従業員数 

 １ 1～9 人  ２ 10～29 人  ３ 30～49 人  ４ 50～99 人  ５ 100 人以上 

④資本金 

  １ 50億を超える ２ 10億を超え50 億以下 ３ 1億を超え10 億以下 ４ 1 千万を超え１

億以下 

  ５ １～４以外の法人（公共法人及び公益法人等（均等割を課すことができない法人を除く。）、人格

のない社団等、資本金の額又は出資金の額がない法人（保険業法に規定する相互会社を除く。）、資本

金等の額が１千万円以下の法人）   

⑤森林所有の有無 

  １ 所有している  ２ 所有していない 

 

＊｢紀の国森づくり基金活用事業｣や｢紀の国森づくり税｣について、ご意見やご提案を自由にお書きくださ

い。 

ご協力ありがとうございました。 

 
 




